
 

障害者授産施設からの物品等の調達に関する要綱 

 

制定 平成22年４月28日 

改正 平成26年３月31日 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、県が行う物品等の調達に当たり、県内の障害者授産施設からの積極

的な調達を推進することにより、障害者授産施設の受注の拡大を図り、障害者の福祉的

就労を支援し、もって障害者の自立及び社会参加を促進することを目的とする。 

 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 障害者  障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者をいう。 

⑵ 障害者授産施設  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成17年法律第123号）第５条第11項に規定する障害者支援施設、同条第25項に規定

する地域活動支援センター若しくは同条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同

条第７項に規定する生活介護、同条第13項に規定する就労移行支援又は同条第14項に

規定する就労継続支援を行う事業に限る。）を行う施設又は障害者の地域における作業

活動の場として障害者基本法第18条第３項の規定により必要な費用の助成を受けてい

る施設をいう。 

⑶ 物品等の調達  県が発注する製造の請負、財産の買入れ及び役務の提供の調達を

いう。 

⑷ 契約担当者  新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」と

いう。）第35条第1項に規定する者をいう。 

⑸ 少額随意契約  予定価格が財務規則第72条に定める額を超えない額で行う随意契

約をいう。 

 

 

（物品等の調達） 

第３条 契約担当者は、物品等の調達に当たり、少額随意契約を行う場合は、予算の適正

な使用に留意しつつ、障害者授産施設から調達するよう努めるものとする。 

２ 福祉保健部障害福祉課長は、前項の規定による物品等の調達を円滑に行うため、障害

者授産施設において製作された物品及び障害者授産施設に係る役務に関する情報を収集

し、契約担当者に情報提供するものとする。 

３ 契約担当者は、第１項の取扱いに当たって、中小企業等の健全な受注環境に悪影響を

及ばさないように配慮するものとする。 

 

 

（再委託の禁止） 

第４条 前条第１項の規定によって受注した障害者授産施設は、当該受注に係る業務の全

部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ、契



約担当者の承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

 

 （公表） 

第５条 福祉保健部障害福祉課長及び出納局管理課長は、障害者授産施設に係る調達の状

況を取りまとめ、公表するものとする。 

 

 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項は、別に定め

る。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成22年４月30日以降に締結する契約について適用する。 

附 則（平成26年３月31日） 

この要綱は、平成26年４月１日から実施する。 

 


